
ＪＭＩＴＵは２月25日、26春闘勝利をめざす

中央行動に取り組み、大幅賃上げの実現、大軍

拡反対や裁量労働制拡大反対、物価高騰対策な

どを各省庁に要請、国会請願デモを行いました。

通信産業本部は参議院議員会館で行われた決

起集会で、日本共産党を代表して国会報告を行っ

た白川容子参議院議員に「国民の情報通信を守

るためＮＴＴ法を廃止しないことを求める請願

署名」（ＮＴＴ法廃止反対署名）4617筆を提出

しました。さらにＮＴＴ法廃止の撤回などを総

務省に要請をしました。

宇佐美俊一通信産業本部委員長は署名提出後、以

下のように挨拶をしました。

本日ＮＴＴ法廃止反対署名、4617筆を第一次とし

て提出することができました。短期間にこれだけの

署名を集めていただいた全国の組合員・ＯＢをはじ

め全国の仲間のみなさまのご努力にたいし、お礼を

申し上げます。

ＮＴＴ法廃止の動きは、自民党の一部の軍拡推進

議員が、政府に保有が義務付けられているＮＴＴ株

を売却し、その利益を大軍拡の財源に充てようと目

を付けたことが発端です。ＮＴＴ法の廃止によって

ＮＴＴが「完全民営化」されると、外国資本に買い

占められる恐れが生まれます。自国の通信を規制・

管理する権利である「通信主権」の確保やプライバ

シー保護、災害時の情報通信確保などに重大な影響

があります。国民の生命・財産の確保に脅威とな

るＮＴＴ法廃止は許されないとして今回、反対署名

を集めさせていただきました。

2025年５月に可決成立したＮＴＴ法の一部改定案

の付則には、３年をめどにＮＴＴ法の「廃止を含め」

検討することが盛り込まれましたが、軍拡推進を掲

げる高市内閣は、昨年発足早々に総務大臣に早く推

進しろと号令をかけて

います。衆議院選挙結

果からもＮＴＴ法廃止

が急浮上してくる可能

性は大いにあります。

第２次、第３次の署名

に取り組んでいきます

ので、引き続きのご支

援とご協力をお願いい

たします。

総務省要請には三木陵一ＪＭＩＴＵ委員長、

宇佐美俊一通信産業本部委員長ほか組合員11人

が参加。ＮＴＴ法を廃止しないこと、電話の役

務はＮＴＴに「あまねく提供責務」をあらため

て課すこと、第１種公衆電話・特殊公衆電話の

機能維持のための技術検討を確実にＮＴＴに行

わせることなど11項目について要請しました。
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ＪＭＩＴＵ通信産業本部

ＮＴＴ法廃止急浮上の可能性も、引き続き署名の取り組みを

白川容子日本共産党参議院議員に署名を手渡す宇佐美俊一通信産業本部委員長（2月25日、参議院議員会館）

挨拶する宇佐美俊一通信産業本部委員長（2月25日）

国民のための情報通信を守るためNTT法廃止に反対です

要請書を提出する三木陵一委員長（2月25日） 総務省に要請する参加者（2月25日）

通信の公共性守れと総務省に要請


